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第１ 調査方法 

１ 実施主体 

当連合会の法律サービス展開本部ひまわりキャリアサポートセンター，弁護士

業務改革委員会企業内弁護士小委員会，司法調査室のメンバーで構成される会議

体により，設問・調査票を作成して実施した。 

 

２ 目的 

企業・団体に勤務する弁護士（以下「企業内弁護士」という。）に対し，企業内

弁護士をキャリアとして選択した経緯や，現在の地位等を調査するとともに，将

来のキャリアに関する期待や不安等を把握し，当連合会の研修の企画立案のほか，

企業向けの情報発信に活かすなど，企業内弁護士の活動を支える取組に活用する。 

なお，本調査は，２０１４年９月に法務省の下に設置された「法曹有資格者の

活動領域の拡大に関する有識者懇談会」の分科会である「企業における法曹有資

格者の活動領域の拡大に関する分科会」の取りまとめ（２０１５年５月１８日）

において，今後の取組に関し，企業内弁護士のキャリアパスにつき追跡調査をす

ることが有用と指摘されたことを受けて実施するものであり，今回は２０１６年，

２０１８年に続く３回目の調査である。 

 

３ 調査対象・方法 

(1) 調査実施期間 

２０２１年３月１日（月）～２０２１年５月３１日（月） 

(2) 調査方法 

対象者に対して，依頼文書を郵送し，インターネットからの回答を受け付け

る。 

(3) 対象者 

２０２１年１月時点で，所属企業又は団体の所在地を自身の法律事務所所在

地として登録している弁護士 

(4) 対象者数・回答件数 

対象者数 ２，７０６人 

有効回答数  ４５０人（回答率１６.６３％） 

 

４ 調査項目 

調査票（別紙１）参照 
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第２ 調査結果の概要 （詳細については，回答結果（別紙２）参照） 

１ 回答者の属性について 

(1) 企業内弁護士の男女比率【Ｑ１下表参照】 

企業内弁護士全体の中での女性比率は４０％ほどであるが，本調査では，回

答者のうち男性は６５.１％（２９３人），女性は３１.８％（１４３人）であり

（なお，性別について「答えたくない」とした回答者は３.１％（１４人）だっ

た），母集団1との乖離が見られた。２０２０年３月末時点で弁護士登録してい

る全弁護士４２，１６４人のうち，女性弁護士は８，０１７人（１９.０％）で

あり2，依然として企業内弁護士における女性比率が高いことが分かる。 

 

(2) 企業内弁護士の年齢，修習期【Ｑ２・Ｑ５下表参照】 

３０歳未満が３.８％（１７人），３０歳〜３４歳が２４.４％（１１０人），

３５歳〜３９歳が３０.０％（１３５人）であり，４０歳未満の割合は５８.

２％だった。弁護士全体の年齢構成3では，２０２０年３月末時点で弁護士登録

をしている全弁護士４２，１６４人のうち，４０歳未満は４０．５％（１７，

１１６人）である。２０１８年の調査結果と比べると，３０歳未満の割合と３

０歳〜３４歳の割合が減少を見せる一方で，３５歳〜３９歳の割合が増加して

いる。 

また，修習期を見ると，弁護士経験１０年未満となる６５期以降の割合は４

８.８％であり，２０１８年の調査の際の弁護士経験１０年未満の割合（６７.

                                                
1 日本組織内弁護士協会(JILA)統計資料（企業内弁護士の男女別人数（2001 年～2020 年））

https://jila.jp/wp/wp-content/themes/jila/pdf/analysis.pdf 
2 弁護士白書 2020 年版(資料 1-1-2 弁護士数(1950 年～2020 年)) 
3 弁護士白書 2020 年版(資料 1-1-4 男女別年齢構成) 

https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/statistics/2020/1-1-1.pdf 

男性

293

65.1%

女性

143

31.8%

答えたくない

14

3.1%

回答者の属性（性別）【Q1】

男性

34147

81%

女性

8017

19.0%

（参考）弁護士全体の属性（性別）

※2020年3月31日現在
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１％）とは大きな差が認められた。4 

 

 

 

                                                
4 弁護士全体の修習期構成は「弁護士白書 2020 年版(資料 1-1-6 修習期別弁護士数)」参照

https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/statistics/2020/1-1-2.pdf 

8.7%

16.7%

8.3%

3.8%

31.9%

55.1%

59.7%

54.4%

25.7%

23.4%

25.3%

31.1%

11.3%

4.8%

6.5%

5.8%
2.2%

22.4%

2.7%

0.0%

0.0%

0.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（参考）弁護士全体の年齢構成

（2020年3月31日現在）

（参考）第１回調査時回答者の属性（年齢）

（参考）第２回調査時回答者の属性（年齢）

第３回調査時回答者の属性（年齢）【Q2】

年齢【Q2】

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～55歳 56～59歳 60歳以上 無効回答

※第1回，第2回調査は50歳以上をまとめて集計

※弁護士全体は50歳～59歳をまとめて集計

0.0%

0.0%

0.2%

16.4%

1.8%

1.0%

1.5%

4.0%

0.9%

0.9%

1.1%

4.6%

3.6%

5.0%

3.7%

6.4%

6.9%

9.0%

9.8%

9.3%

16.0%

16.2%

16.3%

14.9%

20.9%

22.9%

27.5%

13.6%

25.3%

28.7%

34.5%

12.6%

15.3%

15.5%

4.8%

10.7%

6.2%

0.0%

0.0%

6.3%

2.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.9%

0.7%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回調査時回答者の

属性（修習期）【Q3】

（参考）第２回調査時

回答者の属性

（修習期）

（参考）第１回調査時

回答者の属性

（修習期）

（参考）弁護士全体の

修習期構成

（2020年3月31日現在）

修習期【Q5】

37期以前 38期～42期

43期～47期 48期～52期

53期～57期 58期～61期

62期～64期 65期～67期

68期～70期

※第1回調査時は68期のみ，第2回調査時は70期まで。

71期～72期

73期 弁護士法第5条の規定による弁護士等

※2018年3末は弁護士法４条に

基づかない登録者を含む。
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(3) 回答者における配偶者の有無，同居者について【Ｑ３・Ｑ４下表参照】 

配偶者の有無について，「配偶者がいる」との回答をした人の割合は７１.

６％（３２２人）だった。また，同居者について，「１人暮らしで同居している

人はいない」と回答をした人の割合は２３.１％（１０４人）で，誰かと同居を  

しているとの回答をした人の割合は７６.９％（３４６人）だった。 

 

 

 

２ これまでの経歴について 

(1) 大学卒業後，司法研修所入所前までの間で，これまで経験した全ての経歴に

ついて（弁護士法第５条の規定による弁護士登録の場合は，５条研修受講前ま

での経歴について）【Ｑ６回答結果より】 

法科大学院に在籍していた経歴を有する人の割合が５４.４％（２４５人）と

最も多かった。また，「すぐに司法研修所に入所した」との回答は１５.８％

（７１人）だった。  

配偶者が

いる

322

71.6%

配偶者は

いない

128

28.4%

回答者の属性（配偶者）【Q3】

0.7%

0.4%

0.0%

0.4%

2.0%

7.1%

1.1%

2.4%

2.4%

4.2%

6.9%

9.8%

32.7%

64.7%

23.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

友人・ルームメイト・同僚

孫

祖父母

兄妹姉妹

親（義理の親含む）

子ども（社会人など）

子ども（大学・専門学校など）

子ども（高校生）

子ども（中学生）

子ども（小学生，高学年・4-6年）

子ども（小学生，低学年・1-3年）

子ども（未就学）

配偶者（事実婚・パートナーシップ含む）

1人暮らしで同居している人はいない

同居【Q4】
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後述の「第３ 主要な変数の分析結果」の「２ 現在の勤務先で勤める前の経

歴」における「大学卒業後，司法研修所入所前までの経歴」も参照されたい。 

 (2) 司法修習終了後，現在の勤務先企業に務める前の全ての経歴について 

【Ｑ７・Ｑ８回答結果より】 

 「すぐに現在の勤務先に就職し，そのまま在籍」との回答は２５.８％（１１

６人），別の経歴を持つと答えた割合は７４.２％（３３４人）だった。 

別の経歴を持つと回答した人のうち，法律事務所に勤務した経歴を有してい

る人が２７４人と最も多く，そのうち法律事務所での経験年数が６０か月以内

（５年以内）は５８.３％（１６０人），一方で１２１か月以上（１０年以上）

は１０.５％（２９人）だった。 

   後述の「第３ 主要な変数の分析結果」の「２ 現在の勤務先で勤める前の経

歴」における「司法修習終了後，現在の勤務先企業に勤めるまでの経歴」も参

照されたい。 

(3) 企業内弁護士を選んだ理由について（複数回答可）【Ｑ１１下表参照】 

企業内弁護士を選んだ理由については，「ワーク・ライフ・バランスを確保し

たかったから」が６４.７％（２９１人）と最も多く，続いて「現場に近いとこ

ろで仕事がしたかったから」が５５.１％（２４８人），「収入を安定させたかっ

たから」が３６.０％（１６２人），「福利厚生制度が整っているから」が３０.

７％（１３８人）だった。また，「グローバルな環境で働きたかったから」が２

８.０％（１２６人），「専門性を高めたかったから」が２３.８％（１０７人），

「その業界で働きたかったから」が２２.９％（１０３人），「その会社で働きた

かったから」が２３.１％（１０４人）で，前回の調査結果とほぼ変わらなかっ

た。 
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３ 現在の勤務先企業について 

(1) 現在の勤務先企業での勤務期間について【Ｑ１２下表参照】 

    勤務期間３６か月以内（３年以内）の人は合計４７.３％（２１３人），６０

か月以内（５年以内）の人は合計６７.３％（３０３人）で，前回調査よりそれ

ぞれ７ポイント程度減少した。 

64.7%

55.1%

36.0%

30.7%

28.0%

23.8%

23.1%

22.9%

8.9%

8.9%

7.6%

4.0%

1.3%

67.3%

52.7%

37.5%

35.5%

28.7%

24.6%

20.5%

22.7%

8.3%

9.5%

9.3%

3.1%

1.4%

49.2%

53.6%

36.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.4%

23.4%

6.7%

17.4%

11.9%

0.0%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから

現場に近いところで仕事がしたかったから

収入を安定させたかったから

福利厚生制度が整っているから

※第2回から新設

グローバルな環境で働きたかったから

※第2回から新設

専門性を高めたかったから

※第2回から新設

その会社で働きたかったから

その業界で働きたかったから

提示された報酬が高額だったから

その他

ほかに就職先がなかったから

司法研修所入所前の勤め先だったから

※第2回から新設

所属事務所から出向を命じられたから

企業内弁護士を選んだ理由（複数回答）【Q11】

第３回調査 第２回調査 第１回調査
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(2) 勤務先企業の属性について【Ｑ１３回答結果より】 

「国内系企業・団体」が９０.９％（４０９人），「外資系企業」が９.１％

（４１人）で，前回の調査結果とほぼ変わらなかった。なお，本回答は本調査

の回答者の属性を示したものであり，企業内弁護士全体における国内系・外資

系の割合を示すものではないので，あくまで参考値として見ていただきたい。 

 (3) 勤務部署等について【Ｑ１５・Ｑ１７・Ｑ１８・Ｑ１９下表参照】 

「主に法務を扱う部署」は８２.２％（３７０人），「主に法務以外の業務を扱

う部署」は１７.８％（８０人）だった。 

「主に法務を扱う部署」と回答した人のうち，部門長が「日本の弁護士であ

る」は１０.５％（３９人），「日本の弁護士ではないが，日本人で外国の弁護士

資格がある」は９.７％（３６人），「日本の弁護士ではないが，外国人で外国の

弁護士資格がある」は２.２％（８人），「自分自身が部門長である」は１８.

６％（６９人）だった。部門長について，日本の弁護士は２９.１％，外国の弁

護士資格保有者は１１.８％と，合計約４１．０％が日本の弁護士ないし海外の

弁護士資格を有している結果となった。 

次に，「主に法務を扱う部署」と回答した人で，「自分自身が部門長である」

と回答しなかった人について，直属の上司に関する質問をしたところ，「日本の

弁護士である」は１６.３％（４９人），「日本の弁護士ではないが，日本人で外

国の弁護士資格がある」は９.３％（２８人），「日本の弁護士ではないが，外国

人で外国の弁護士資格がある」は３.０％（９人），合計２８.６％だった。また，

配属部署が主に法務を扱うか否かにかかわらず，所属部署に指導できる立場に

ある弁護士等（上司，先輩）がいるか聞いたところ（「自分自身が部門長」と回

答した人を除く），日本の弁護士がいるとの回答は３０.６％，外国の弁護士資

格保有者がいるとの回答は１３.０％，合計４３.６％で，前回の調査結果より

も若干割合が増加した。 

12.7%

22.0%

20.8%

20.0%

17.0%

25.2%

14.7%

15.5%

18.2%

10.7%

9.6%

10.2%

9.3%

10.3%

8.9%

6.7%

6.9%

6.1%

5.8%

5.0%

1.5%

3.8%

4.1%

2.8%

4.2%

1.9%

2.0%

4.2%

2.2%

0.4%

8.0%

5.3%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

第２回

第１回

現在の勤務先企業での勤務期間（月数）別割合【Q12】

1～12か月 13～24か月 25～36か月 37～48か月 49～60か月 61～72か月

73～84か月 85～96か月 97～108か月 109～120か月 121か月以上
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 Q17 部門長（配属部署は「主に法務を扱う部署」と回答した人） 回答数

（人） 

割合 

TOTAL 370 100.0% 

日本の弁護士である 39 10.5% 

日本の弁護士ではないが，日本人で外国の弁護士資格がある 36 9.7% 

日本の弁護士ではないが，外国人で外国の弁護士資格がある 8 2.2% 

自分自身が部門長である 69 18.6% 

いずれにもあてはまらない 218 58.9% 

 

 Q18 直属の上司（配属部署は「主に法務を扱う部署」と回答した人で「自分

自身が部門長」と回答しなかった人） 

回答数

（人） 

割合 

TOTAL 301 100.0% 

日本の弁護士である 49 16.3% 

日本の弁護士ではないが，日本人で外国の弁護士資格がある 28 9.3% 

日本の弁護士ではないが，外国人で外国の弁護士資格がある 9 3.0% 

いずれにもあてはまらない 215 71.4% 

 

 Q19 指導できる弁護士（上司・先輩） 

（Q17 で「自分自身が部門長」と回答した人を除く） 

回答数

（人） 

割合 

TOTAL 301 100.0% 

日本の弁護士の指導者がいる 92 30.6% 

日本の弁護士ではないが日本人で外国の弁護士資格がある指導者がいる 25 8.3% 

日本の弁護士ではないが外国人で外国の弁護士資格がある指導者がいる 14 4.7% 

いずれにもあてはまらない 170 56.5% 

 (4) 就職活動について（３つまで回答可）【Ｑ２０下表参照】 

現在の勤務先企業に就職する際に役に立った就職活動について，「就職エージ

ェントの紹介を受けた」が５８.９％（２６５人）と最も多く，続いて「友人，

先輩，他の弁護士等の紹介を受けた」が１８.４％（８３人），「勤務先企業のホ

ームページや資料請求をして情報収集した」が１８.０％（８１人），「日弁連の

『ひまわり求人求職ナビ』を見て応募した」が１６.９％（７６人）で，前回の

調査結果とほぼ変わらなかった。 

 

主に法務を扱う

部署

370

82.2%

主に法務以外の

業務を扱う部署

80

17.8%

配属部署【Q15】
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 (5) 待遇・ポジションについて【Ｑ２１・Ｑ２２下表参照】 

勤務先企業から昨年１年間で得た収入について，「７００〜９００万円未満」

が２１.３％（９６人）と最も多く，続いて「５００〜７００万円未満」が１９.

８％（８９人），「９００〜１１００万円未満」が１８.２％（８２人），「１１０

０〜１３００万円未満」が１０.２％（４６人）だった。 

なお，回答の金額について，前回の調査から若干変更している。 

 

 

 

58.9%

18.4%

3.3%

16.9%

11.1%

18.0%

5.6%

8.2%

58.5%

18.6%

1.9%

18.1%

10.8%

16.5%

3.8%

5.9%

50.8%

17.6%

3.5%

19.7%

10.2%

13.2%

4.8%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

就職エージェントの紹介を受けた

友人、先輩、他の弁護士等の紹介を受けた

大学・大学院の教授等の紹介を受けた

日弁連の「ひまわり求人求職ナビ」を見て応募した

弁護士会主催の就職説明会に参加した

勤務先企業のホームページや資料請求などを通じて情報収集した

以前の勤務先企業に再就職した

その他

就職活動【Q20】

第３回 第２回 第１回

0.2%

4.4% 19.8% 21.3% 18.2% 10.2%

7.1%

8.0% 4.4%

2.7%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

300万円未満 300～500万円未満 500～700万円未満

700～900万円未満 900～1100万円未満 1100～1300万円未満

1300～1500万円未満 1500～2000万円未満 2000～2500万円未満

2500～3000万円未満 3000万円以上

0.2%

2.2%

7.7%

11.7%

32.2%

32.8%

21.9%

19.5%

14.3%

11.5%

9.6%

9.1%

5.7%

6.5%

5.7%

3.3%

2.8%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第２回

第１回

250万円未満 250～500万円未満 500～750万円未満
750～1000万円未満 1000～1250万円未満 1250～1500万円未満
1500～2000万円未満 2000～3000万円未満 3000万円以上
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また，企業でのポジションについて，経営者・管理職以外が５６.０％（２５

２人），「管理職（部長，課長，または同等クラスの役職）」は３７.６％（１６

９人），「経営者（社長，役員など）」は６.４％（２９人）だった。 

後述の「第３ 主要な変数の分析結果」の「４ 現在の勤務先企業の状況」

も参照されたい。 

 

 (6) 業務における外国語を用いる割合について【Ｑ２５回答結果より】 

業務において外国語を用いる割合について，「５０％以上」が１２.０％（５

４人），「２５〜５０％未満」が２３.１％（１０４人），「２５％未満」が３９.

８％（１７９人），「使うことはほとんどない」が２５.１％（１１３人）で，前

回調査とほとんど変わらなかった。 

一見すると，外国語を使っている頻度はそれほど高くないかのようにも思わ

れるが，【Q33 今後のキャリアアップのために有益であり，取り組みたいと思う

事項】では，外国語の習得に取り組みたいと回答した者が４８.２％（２１７人）

いることから，現在の使用頻度以上に，外国語習得の必要性を感じている回答

者が多いものと推測される。 

(7) 弁護士登録をしていて良かったと思う点について（複数回答可）【Ｑ２６下表

参照】 

企業内弁護士として仕事をする上で，弁護士登録をしていて良かったと思う

点について，「企業内でプロフェッションとしての信頼感を得られる」が８０.

７％（３６３人），「外部弁護士とのコミュニケーションがスムーズにできる」

が５７.６％（２５９人），「対外的に『弁護士』と名乗ることができ，交渉の際

に役立つ」が５４.０％（２４３人）と多かった。 

6.4%

3.4%

3.7%

37.6%

32.2%

28.4%

30.0%

30.1%

33.2%

26.0%

34.3%

34.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

第２回

第１回

経営者（社長、役員など）（前回の設問は「社長，役員その他経営層」）

管理職（部長、課長、または同等クラスの役職）（前回の設問は「管理職（課長，部長）」）

法律専門職

上記以外の専門職・一般職など（前回の設問は「それ以外のスタッフ」）
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(8) 現在の仕事に対してどの程度満足しているかについて【Ｑ２７下表参照】 

現在の仕事への満足度について，全体的に「大変満足」，「やや満足」との回

答が多く，とりわけワーク・ライフ・バランスに関しては，「大変満足」，「やや

満足」との回答が合計で７９.６％となり，前回までの調査と同様に，ワーク・

ライフ・バランスに対する満足度は非常に高いものと言える。 

また，前回の調査と比較すると，業務内容に関して「大変満足」，「やや満足」

とした回答の合計が６８.５％（２０１８年調査）→７６.０％（２０２１年調

査），専門性・スキルアップに関して「大変満足」，「やや満足」とした回答の合

計が５８.６％（２０１８年調査）→６８.４％（２０２１年調査），年収に関し

て「大変満足」，「やや満足」とした回答の合計が４８.９％（２０１８年調査）

→５８.４％（２０２１年調査）となっており，総じて現在の仕事に対する満足

度が向上している様子が見て取れる。 
 

大変満足 やや満足 
どちらでも 

ない 
やや不満 かなり不満 

業務内容 
100 242 57 44 7 

22.2% 53.8% 12.7% 9.8% 1.6% 

専門性・スキルアップ 
81 227 64 65 13 

18.0% 50.4% 14.2% 14.4% 2.9% 

年収 
55 208 102 71 14 

12.2% 46.2% 22.7% 15.8% 3.1% 

ワーク・ライフ・バランス 
187 171 53 35 4 

41.6% 38.0% 11.8% 7.8% 0.9% 

 

 

80.7%

57.6%

54.0%

51.6%

49.1%

35.6%

28.7%

17.1%

5.1%

78.5%

63.0%

57.8%

49.7%

47.8%

37.0%

24.8%

21.9%

4.5%

75.9%

57.7%

55.5%

55.7%

50.3%

36.7%

31.7%

24.3%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

企業内でプロフェッションとしての

信頼感を得られる

外部弁護士とのコミュニケーションがスムーズにできる

対外的に「弁護士」と名乗ることができ、

交渉の際に役立つ

弁護士同士のネットワークに参加できる

弁護士会主催の研修に参加できる

弁護士でなければアクセスできない情報に

アクセスできる

委員会活動を通じ情報収集ができる

訴訟代理ができる

その他

弁護士登録をしていて良かったと思う点（複数回答可）【Q26】

第３回 第２回 第１回
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４ 今後のキャリアについて 

(1) 今後のキャリアに関するイメージについて【Ｑ２８・Ｑ２９・Ｑ３０・Ｑ３

１下表参照】 

今後どのようなキャリアをイメージしているかについて，「企業内弁護士とし

てキャリアを積む」との回答が５２.２％（２３５人）と最も多く，そのうち，

５３.２％（１２５人）が，「法務部門のトップとして経営に参画するポジショ

ン」を目指すと回答し，１６.６％（３９人）が「法務部門長（役員レベル未満）

として，企業の法務機能を管掌する」ポジションを目指すと回答した。 

前回の調査と比較すると，「企業内弁護士としてキャリアを積む」との回答は

４５．８％から５２.２％に増加し，「法務部門のトップとして経営に参画する

ポジション」を目指すとの回答が４７.４％から５３.２％に増加している。 

なお，「法律事務所の弁護士に転身する」との回答については，１０.６％

（２０１６年調査）→７.４％（２０１８年調査）→５.８％（２０２１年調査）

と減少傾向が見られる。 

 

 

52.2%

45.8%

51.0%

19.1%

17.2%

16.3%

5.8%

7.4%

10.6%

20.4%

22.0%

17.1%

2.4%

7.6%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

第２回

第１回

今後のキャリアイメージ【Q28】

企業内弁護士としてキャリアを積む

弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む

法律事務所の弁護士に転身する

決めていない

企業内弁護士のキャリアのイメージがまだつかめていない
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また，「弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む」は１９.１％

（８６人）であり，そのうち法務以外の営業，人事，経営企画等のビジネス部

門で社長／経営レベルで活躍するキャリアをイメージしているとの回答が５

０％を超えた。 

 

   「企業内弁護士としてキャリアを積む」，「弁護士（法律専門性）にこだわら

ずキャリアを積む」と回答した人の将来の展望について，「企業内で仕事を続け

たいが，他社への転職も視野に入れたい」が４３.３％（１３９人）と最も多か

53.2%

47.4%

53.6%

16.6%

24.4%

22.6%

18.7%

16.9%

15.7%

8.9%

9.8%

6.0%

2.6%

1.5%

1.7%

0.0%

0.0%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

第２回

第１回

【Q28】で「企業内弁護士としてキャリアを積む」と回答した人の具体的に目指すキャリア【Q29】

法務部門のトップとして経営に参画するポジション（ジェネラルカウンセル、CLO）に就き、法務専門職の観

点から経営の中枢に関与する
法務部門長（役員レベル未満）として、企業の法務機能を管掌する

ラインではなく、当該企業に必要な法律分野の専門職となる

弁護士としての専門性を特に意識せず、法務部門で勤務し、昇進できるところまで昇進する

その他

無回答

52.3%

53.0%

48.0%

9.3%

8.0%

17.3%

19.8%

21.0%

28.0%

18.6%

18.0%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

第２回

第１回

【Q28】で「弁護士にこだわらずキャリアを積む」と回答した人の具体的に目指すキャリア【Q30】

営業，人事，経営企画等のビジネス部門に転身し，社長／経営レベルで活躍する

経営レベルとまではいかないが，いずれは営業，人事，経営企画等のビジネス部門へ転身して活躍する

会社の人事異動政策にしたがい，非法務部門も含めたローテーションのなかで，ビジネスマンとしてのキャリ

アを積む

その他
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った。 

 

 (2) 今後のキャリアアップのために取り組みたいと思う事項について【Ｑ３３下

表参照】 

今後のキャリアアップのために有益であり，取り組みたいと思う事項につい

て，「マネジメントスキル」が５９.８％（２６９人）と最も多く，続いて「コ

ンプライアンス体制構築業務」が５０.２％（２２６人），「不祥事対応，マスコ

ミ対応，その他危機管理系実務」が４８.４％，「外国語」が４８.２％（２１７

人），「株主総会，その他コーポレート法務」４８.０％（２１６人），「Ｍ＆Ａ」

が４６.４％（２０９人）という結果だった。 

    また，「訴訟実務（判決・執行・保全その他非訟事件を含む）」は３６.０％

（１６２人）だった。 

   前回までの調査と比較すると，「マネジメントスキル」という回答について，

５４.９％（２０１６年調査）→５６.５％（２０１８年調査）→５９.８％（２

０２１年調査）と増加傾向が見られた。 

   また，「不祥事対応，マスコミ対応，その他危機管理系実務」という回答につ

いても，４６.２％（２０１６年調査）→４４.２％（２０１８年調査）→４８.

４％（２０２１年調査）と推移している。 

   一方で，「外国語」という回答について，５５.５％（２０１６年調査）→５

０.８％（２０１８年調査）→４８.２％（２０２１年調査）と減少傾向が見ら

れ，「訴訟実務（判決・執行・保全その他非訟事件を含む）」という回答につい

ても，４３.４％（２０１６年調査）→３８.６％（２０１８年調査）→３６.

21.2%

15.0%

14.8%

18.1%

19.9%

18.1%

43.3%

45.6%

32.3%

3.7%

3.6%

3.5%

9.0%

10.7%

11.3%

4.7%

5.2%

2.3%

0.0%

0.0%

17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第３回

第２回

第１回

「企業内弁護士としてキャリアを積む」「弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む」と

回答した人の将来の展望【Q31】

このまま同じ会社の同じ部署で働きたい

このまま同じ会社で働きたいが、他部署も経験したい

企業内で仕事を続けたいが、他社への転職も視野に入れたい

企業内で仕事を続けたいが、法律事務所への転職も視野に入れたい

決めていない

その他

無回答
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０％（２０２１年調査）と減少傾向が見られ，また，「Ｍ＆Ａ」という回答につ

いても，４９.２％（２０１６年調査）→４７.８％（２０１８年調査）→４６.

４％（２０２１年調査）と若干の減少傾向が見られた。 

 

 (3) 研修について【Ｑ３４回答結果より】 

法務・非法務を問わず，今どのような研修を利用しているかについての質問

に対し，「弁護士会によるセミナーや研修，勉強会」が６４.７％（２９１人），

弁護士会以外の「その他の機関や団体（ＪＩＬＡなど）によるセミナーや勉強

会」が７３.１％（３２９人），「法律事務所でのセミナーや勉強会」が５６.

７％（２５５人）だった。 

なお，「ロースクールによるセミナーや授業，勉強会」については４.７％

（２１人）だった。 

(4) 将来のキャリアに関する期待と不安について【Ｑ３５下表参照】 

将来のキャリアに関する期待と不安に関する質問について，「ワーク・ライ

フ・バランスのとれた生活を送ることができる」ことや，「ビジネスを遂行する

59.8%

50.2%

48.4%

48.2%

48.0%

46.4%

46.0%

44.4%

43.3%

42.0%

41.3%

36.0%

35.3%

31.8%

30.9%

26.4%

21.3%

15.3%

14.4%

4.9%

2.7%

56.5%

46.3%

57.1%

50.8%

47.8%

47.8%

44.6%

45.6%

37.3%

43.5%

41.8%

38.6%

38.4%

36.7%

31.5%

31.0%

27.7%

13.4%

15.3%

5.9%

2.6%

54.9%

47.9%

47.3%

55.5%

51.4%

49.2%

50.1%

54.7%

42.1%

43.4%

42.1%

43.4%

36.2%

33.8%

33.2%

30.4%

32.8%

14.5%

19.5%

9.8%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

マネジメントスキル

コンプライアンス体制構築業務

不祥事対応、マスコミ対応、その他危機管理系実務

外国語

株主総会、その他コーポレート法務

M&A

所属業界の取引実務

契約実務、文書作成

内部統制

外国の法実務

プレゼンテーション、ファシリテーション等のビジネススキル

訴訟実務（判決・執行・保全その他非訟事件を含む）

独占禁止法実務

海外留学・海外駐在

知的財産法実務

企業会計、その他会計実務

税務

有価証券報告書等証券関係文書実務

倒産実務

刑事事件

その他

第３回 第２回 第１回
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過程に関わる中で，ビジネス活動の一翼を担う者として成長できる」ことなど

に対して，「期待がある」との回答が「不安がある」との回答を大きく上回った。 

その一方で，「組織内でキャリアパスができており，将来について具体的なイ

メージを描くことができる」「指導者や研修環境に恵まれており，法律専門家と

して成長できる」については，「不安がある」との回答が「期待がある」との回

答を上回った。 

 

 

５ 自由記載について 

  以下の(1)〜(7)の設問について，それぞれ自由記載欄を設けたところ，多く見

られた回答は次のとおりだった。 

(1) 【Ｑ１１】企業内弁護士を選んだ理由（その他） 

  ・元々の勤務先・インターン先であったから 

  ・当時の社長に Challenging なミッションを任されたから 

  ・事業に直接携わりたかったから 

  ・法律事務所より先に内定が出たから 

  ・法科大学院実務家教授からのおすすめ 

   ・企業内に信頼できる保育園があったから 

   ・民間企業（大組織）で働いてみたかったから 

   ・ドロドロした紛争ではなく，前向きな仕事をしたくなったから 

38.9%

37.3%

36.4%

35.5%

34.4%

33.6%

26.2%

23.1%

20.7%

13.1%

7.6%

7.3%

44.4%

39.8%

45.8%

42.7%

43.1%

44.4%

41.6%

44.9%

29.6%

34.4%

22.4%

18.2%

8.9%

13.6%

9.1%

13.3%

14.9%

17.3%

19.8%

24.4%

25.1%

33.8%

33.1%

33.1%

4.9%

6.9%

6.9%

6.2%

5.1%

3.6%

9.1%

6.2%

18.0%

12.7%

21.8%

22.9%

2.9%

2.4%

1.8%

2.4%

2.4%

1.1%

3.3%

1.3%

6.7%

6.0%

15.1%

18.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスを遂行する過程に関わる中で、ビジネス活動の一翼を担う

者として成長できる

ワーク・ライフ・バランスのとれた生活を送ることができる

自分の知識・経験・専門性を仕事に活かすことができる

企業をめぐる法務問題全般を見ることができるので、企業法務専門

家としてバランスのとれた経験を積むことができる

その業種特有の専門性を高めることができる

法律外の問題や社内調整など法的業務以外の仕事も担う中で成長で

きる

弁護士であることが 今後組織内で信頼を得ていく一つの要素と

なっていくと感じられる

組織内での信頼を獲得し、組織人として成功することができる

今の業種／企業以外でも通用する法律家になることができる

待遇面での向上が見込める

指導者や研修環境に恵まれており、法律専門家として成長できる

組織内でキャリアパスができており、 将来について具体的なイ

メージを描くことができる

期待がある どちらかというと期待がある どちらでもない どちらかというと不安がある 不安がある
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(2) 【Ｑ２０】あなたが現在の勤務先企業に就職する際に行った就職活動につい

て（その他） 

  ・出向先だった 

    ・ヘッドハンティング 

  ・以前所属していた会社の役員からの誘い 

  ・元々所属していた事務所の顧問先 

  ・大学在学中の就職活動で第一希望の会社だった 

  ・自分で起業した 

(3) 【Ｑ２６】企業内弁護士として仕事をする上で，弁護士登録をしていて良か

ったと思う点（その他） 

  ・副業として弁護士業務が可能 

  ・資格手当が給与に上乗せされる 

  ・執筆・講演や官公庁出向の機会がある 

  ・社内外の活動で，年齢を気にせず年長者，政治家，他社役員などとも同等

に会話することができる 

(4) 【Ｑ２９-２】「企業内弁護士としてキャリアを積む」と考えた理由について 

分類 人数 回答例 

ワーク・ライフ・バランスの観
点から 

34 

・ワークライフバランスを保ちつつ，専門性を磨
くことができるから。 

・ワークライフバランスが取れる，やりがいがあ
る，余計な精神疲労がない。 

・子育てしやすい環境にあるし，今の会社の人た
ちとの仕事が楽しいから。 

・体力的に法律事務所での働き方はもうできない
から。 

企業で働くことが好き 47 

・社内の法務体制の整備に貢献したい。 
・ビジネスの現場で当事者として法的問題に対応
することを希望する。 

・もともと企業（外資系）に長年勤めていて，退
職して弁護士を目指した理由が，日本企業を世
界で戦える存在にしたいということだったた
め。この目的が達成できるなら事務所でも企業
内でもどちらでも良いが，今は内から会社を変
えることの方がやりやすいと考えている。 

・ビジネスの現場に近い場所で，営業部，事業部
の方とともに各案件を進めていくのが面白いか
ら。なお，企業内弁護士としてキャリアを積む
上で，一度企業法務系の事務所に勤務すること
も考えている。 

・法律事務所勤務時に契約書レビューが回ってき
ても，企業の実務担当者と直接やり取りするこ
とがあまりできず，形式的なコメントをせざる
を得なかったが，企業内では，実際に相手方企
業と対面している担当者とこまめに打ち合わせ
もでき，企業に利益になるようアドバイスがで
きるところが面白いため。 
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経営に関与したい 12 

・人材育成や経営に携わるチャンスがあると考え
ているから。 

・企業内弁護士として経営に参画し，法律だけで
なく，経営のプロとしてキャリアアップを図っ
ていきたいから。 

・事務所の弁護士として外部から案件に関与する
よりも，会社の意思決定に関与するほうがおも
しろいと思うから。 

やりがいがある 58 

・メーカーの仕事に魅力を感じているため。 
・多数のクライアントの仕事をするよりも，所属
先の経営を深く理解し，経営により近い仕事を
することの方がやりがいを感じるため。 

・狭い専門性に拘ることなく，様々な部門の方々
と協力し合い，企業の成長や防衛に携わること
ができ，ダイナミックな仕事でやりがいが大き
いため。 

企業内でキャリアを積みたい 43 

・現在の業務内容に不満はないため，現在の所属
先での昇進を第一と考えたい。 

・基本的に，企業内の働き方が自分に合っている
（活かすことができる）と考えている。その上
で，時間があれば MBA を取得し，より幅広い管
理部門の長を目指したいと考えているが，現実
的にみて自分のキャリアの延長線上にあるの
は，GC（ジェネラルカウンセル）のポジション
であると考えている。 

専門性重視 24 

・特定の業界の法務に詳しくなるには企業内弁護
士の方が良いと考えるため。 

・個々の会社や業界の実情に応じた意思決定に関
与する経験が法律家として価値を高めていくこ
とになり，そのようなニーズも高まっていると
考えるため。 

適性がある（資格をいかせる） 50 

・会社組織で働く方が向いている。 
・法律事務所勤務の弁護士とは異なり，多くの分
野を幅広く経験できるわけではないため。 

・現在までのキャリアを最も活かせる。 
・自分自身の興味，特性に合っていると十分感じ
るため。 

海外勤務希望 2 
・海外留学（社費），海外駐在など，事務所弁護
士では得難い経験を得られそうであるため。 

安定性 23 
・労働基準法の適用があるほうが有利だから。 
・収入の安定，事件処理だけでない仕事の魅力。 

社会貢献等 5 

・正しい経営により社会を牽引することができ
る。 

・社会の法律問題は企業に集まっており，そこで
法務業務にあたることが法曹人として社会によ
り多くの貢献ができるから 

(5) 【Ｑ３０-２】「弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む」と考える理

由 

・法律以外の世界も見ることができた方がより楽しいと感じるため。 

・法務セクション自体の地位向上も必要であるし，経営層に入らないとガバ

ナンスの改善にテコ入れできないから。 

・弁護士であることにこだわり続けると，仕事の幅を狭めてしまう可能性が

あると考えているため。 

・祖父が起こした企業の経営の承継，企業としての存続が自分にとっての一
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番のモチベーションとなっているため 

・ビジネスサイドでのキャリア（出世，待遇向上も含む）を追求するとなる

と，法律専門性だけでは難しいから。 

・ビジネスを回すこと自体に興味が湧いてきているので，法務的な観点を踏

まえた堅強な経営をすることができる知見やアイデアを得たら，起業した

いと考えているから（弁護士資格は保有しておく予定）。 

・既に弁護士（法律専門性）以外の業務を行っている期間が長く，かつプレ

イングマネージャー及びマネージャー経験が長いことから，自分の市場価

値として弁護士（法律専門性）以外の部分を評価されており，年収を維

持・向上するには，この選択肢がベストなため。 

(6) 【Ｑ３４-２】法務・非法務を問わず，どのような研修・セミナー等が必要だと

考えるか 

・IT，DX，リーガルテック情報セキュリティなど。 

・ジェネラリストを求められていますので幅広い分野の研修が必要。 

・世間で話題になっているテーマに対応した研修・セミナー。マスコミ報道

を一歩超えた専門的視点での内容を希望。 

・交渉テクニックに関する研修・セミナー。 

・各種外国語を用いた法務に関する研修・セミナー。 

・キャリアアップに関する研修。 

・語学に関する研修。 

・多国籍メンバーのマネジメント。 

・リーダーシップ，コミュニケーション等のソフトスキル，企業人としての

倫理研修。 

・コミュニケーションスキル，コーポレートガバナンス，企業のサステナビ

リティ，社内の人事権および組織運営。 

・法律に限らず最新の情報をコンパクトにまとめて紹介するセミナー等。 

ほか，経営層向けに法務部門の重要性や企業内弁護士の活用についてのセミ

ナーや，企業内弁護士間での経験交流会といった回答もあった。 

 (7) 【Ｑ３６】 将来のキャリアについての期待や不安 

  ① 今後のキャリア 

・弁護士としての実務経験は法律事務所の方が積めると考えているので，そ

の点では不安があります。 

・自分が所属する企業の業界でしか通用しなくなるのではないかという点が

不安。 
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・外資系企業（非法務）及び日本企業（法務）で働いて思うことは，企業内

弁護士としてキャリアを全うしたいのであれば，やはり外資系が良いとい

うこと。日本企業のメンバーシップ型雇用及びそれに伴うジェネラリスト

指向（本当にジェネラリストと言えるのか疑問で，個人のキャリアパスを

真剣に考えないやり方）は，必ず企業内弁護士のキャリアの枷になる（最

初から，弁護士資格を TOEIC の点数くらいのものと割り切れる人であれば

良いと思う。この頃そういう人も増えているのでは）。日本企業で法務とい

う仕事が完全なプロフェッショナルキャリアと認められる日が来るのか，

大変不安である。 

・書面作成能力，訴訟能力など弁護士としての能力の向上が図れているか，

法律事務所勤務の同期との経験の差。 

・経営陣の一角として経営者としてのスキルや経験を積むことができる。 

・法律事務所での弁護士業務に戻るという選択肢も持ち続けたい。 

  ② 企業内での期待や不安 

・将来，後輩が部長に昇進した場合，先輩は異動となる（部を去る）ことが

あるが，その異動において法務部門以外に異動する可能性がある不安。 

・生え抜きインハウスとしては，四大からいきなり法務部長に転身するパタ

ーンはポジションが奪われて脅威である（当該企業の実態を知らず，いき

なりマネジメント面で成功するかどうかは知らないが）。自身もあまり他人

のことを言えないが，時間をかけたキャリア形成を前提としている従前の

日本企業の視点からすると，数年で法律事務所や他社に転職をするような

インハウスが増えると，有資格者の採用を避けるような企業も増えてくる

のではないかと考えている。また，なんだかんだで法務関連部署が一番能

力を発揮しやすいことは事実であり，マネジメント層に食い込むために必

要な経験とはいえど，他の部署にいきなり配転されて，うまく力を発揮で

きるかというとそこまで自信はないのが正直なところである。 

・組織の中で上が詰まっているため，上が辞めない限り昇進できない。 

・新卒でインハウスになったため，弁護士として働いた経験がなく，専門性

もないため，資格を活かしにくい。また，会社もインハウスの取り扱いが

定まっておらず，会社員（従業員）としてのマインドを強く求められる。 

・マネジメント業務とは言い難い事務的業務に忙殺されている。 

・コロナ禍下で完全な WFH(Work From Home)環境が実現しており，勤務地を東

京に設定しつつ現在では出身地に転居して生活している。このような柔軟

性を許容してもらえるのは現在の勤務先ならではないかと思う。 
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・グローバルカンパニーにいて時差の関係で早朝や深夜の会議が多い。グロ

ーバルカンパニーにいるからこそ得られるキャリアがあるが，体力が持つ

か，長続きするのかが心配。 

③ ロールモデルの存在・不在 

・優れたリーダーと共に仕事をすることで，自分自身を高めて行ける。 

・地方なのでロールモデルになる先輩がいない。 

・目指すべきロールモデルがない。いくら法務とはかくあるべきという考え

があっても，会社の考えでどうにもならない。 

・指導してもらえる上司がおらず，会社全体の法務レベルが低いうえ，法律

知識・経験のない部下の指導を求められており時間を大量に割く必要があ

るため，自分の専門性向上が見込めない。 

・私自身は特にないが，若い弁護士が憧れるような弁護士像をたくさん見せ

てあげて欲しい。 

④ 定年後 

・就業規則で設定されている定年後の身の振り方。 

・５０歳以降の社内外キャリアプランについて。 

・定年後の仕事について先行きが見えない。 

・企業内弁護士には定年があるのでその後のキャリアについてはあまりロー

ルモデルもなく期待と不安がある。 

・６０歳以降のキャリア（企業で定年を迎えた後）について不安を感じます。

ＪＩＬＡなどを通じてセカンドキャリアについて学べて情報交換できるネ

ットワークを持ちたいです。 

⑤ 待遇面の期待と不安 

・通常の一般職と同様の給与体系のため，キャリアアップ，待遇面では不安

がある。 

・収入が増えていくのか不安がある。 

・法科大学院修了まで時間がかかってしまったので，卒業年次が遅い扱いに

なっており，給与が相当に低い扱いとなってしまっている。また，『年収基

準』記載の内容だとマネジメント経験の不足が年収アップを抑えてしまっ

ているようだが，なかなか経験値を積むことができていない。 

・弁護士は自分が初であるため，制度が追いついていない。弁護士会費や研

修費等を自腹で払い，得られる知見をもって組織に貢献しようと思うもの

の，果たして組織からそれに見合う待遇を得られるのか正直なところ不安

である 



22 
 

  ⑥ その他 

・訴訟実務について司法修習以外に経験がつめないこと。 

・景気悪化により会社が倒産しないか少し心配。 

・海外の法律を学ぶ機会が欲しい。 

・他社事例に関する情報は事務所弁護士と比較して極めて少ない分，「相場」

的な感覚が持てないという不安。 
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第３ 主要な変数の分析結果 

 本章では，２変数間のクロス表分析の結果を述べる。以下，主要な変数について，

性別，年齢別，修習期別のクロス表の結果を示す5。 

 

１ 回答者の基本属性 

回答者の性別をみると，「男性」が６５．１％，「女性」が３１．８％であり，男

性比率が高い（図表１）。回答者の年齢を見ると，「３５～３９歳」が３０．０％と

最多であり，「３０～３４歳」が２４．４％，「４０～４４歳」が１８．７％の順で

続く（図表２）。なお，３９歳以下の若年層が５８．２％，４０～５９歳の中年層が

３９．１％，６０歳以上の高齢層が２．７％と，若年層が過半数を占める。 

性別に年齢構成比を見ると，男性，女性で年齢構成比は大きくは変わらない（図

表３）。男性，女性ともに，「３５～３９歳」が３割前後と最多であり，次に「３０

～３４歳」，「４０～４４歳」の順で続く。３９歳以下の若年層の割合は，男性５７．

３％，女性６０．１％であり，いずれも６割近くを占めている。 

図表 1 「性別」の単純集計 

 
 

図表 2 「年齢」の単純集計 

 

 

 

                                                
5 本文での比率及びグラフの中での比率は，小数点第 1位を原則として表示している。そのため四捨

五入の関係で合計が 100％にならないことがある。集計の対象とした人数は，グラフに「n=○○」と

示した。 

65.1 31.8 3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=450）

男性 女性 答えたくない

3.8 24.4 30.0 18.7 12.4 5.8

2.2

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=450）

30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳

45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上
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図表 3 「性別」と「年齢」のクロス表 

 
回答者の修習期を見ると，「６５～６７期」が２５．３％と最多であり，「６２～

６４期」が２０．９%，「５８～６１期」が１６．０％と続く（図表４）。 

性別に修習期の構成比を見ると，男女で修習期の構成比はそこまで大きくは変わ

らないが，男性よりも女性で「７１～７３期」の割合が低く，「６５～６７期」の割

合が高い傾向がある（図表５）。 

図表 4 「修習期」の単純集計 

 
 

図表 5 「性別」と「修習期」のクロス表 

 
配偶者の有無を見ると，「配偶者がいる」が７１．６％，「配偶者はいない」が２

８．４％と，配偶者ありが過半数を占める（図表６）。 

性別に配偶者の有無を見ると，男性よりも女性の方が「配偶者がいる」と回答し

た割合は若干低いが，男女のいずれも「配偶者がいる」割合は７割前後となってい
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る。 

図表 6 「配偶者の有無」の単純集計及び「性別」と「配偶者の有無」のクロス表 

 
同居の子どもの有無をみると，「子どもはいない」が５４．２％と最多であり，次

に「子どもがいる（末子が小学校低学年以下）」が３７．３％，「子どもがいる（末

子が小学校高学年以上）」が８．４％となっている（図表７）。ちなみに，本調査で

は子どもの年齢を「未就学／小学校低学年／小学校高学年／中学生／高校生／大

学・専門学校／社会人」の７区分で尋ねているが，ここでは「社会人」を除き，「大

学・専門学校」以下の子どもの有無に限定した結果を示している。なお，「子どもが

いる」弁護士を１００％とすると，「子どもがいる（末子が小学校低学年以下）」が

８１．６％，「子どもがいる（末子が小学校高学年以上）」が１６．４％であり，低

年齢の子どもがいる弁護士が多くを占める。 

性別に同居の子どもの有無を見ると，男性よりも女性のほうが「子どもがいる

（末子が小学校高学年以上）」の割合は若干高い傾向があるが，男女ともに子どもが

いる割合は４５％前後と大きくは変わらない。 
図表 7 「同居の子どもの有無」の単純集計，及び「性別」と「同居の子どもの有無」のクロス表 
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２ 現在の勤務先に勤める前までの経歴 

 大学卒業後，司法研修所入所前までの経歴については，「すぐに司法研修所に入所

した」が１５．８％，「大学院在籍（法科大学院）経歴あり，他経歴なし」が３０．

９％，「大学院在籍（法科大学院）経歴あり，他経歴あり」が２３．６％，「大学院

在籍（法科大学院）経歴なし，他経歴あり」が２９．８％となっている（図表８）。 

図表 8 「司法研修所入所前までの経歴」の単純集計 

 
性別に見ると，男性では「大学院在籍（法科大学院）経歴なし，他経歴あり」が

３０．４％と最多であるが，女性では「大学院在籍（法科大学院）経歴あり，他経

歴なし」が３４．３％と最多となっている（図表９）。女性よりも男性のほうが，法

科大学院在籍以外の他経歴がある人の割合が，若干高い傾向がある。 

図表 9 「性別」と「司法研修所入所前までの経歴」のクロス表 

 
年齢別に見ると，年齢が若いほど「大学院在籍（法科大学院）経歴あり，他経歴

なし」の割合が高くなり，「大学院在籍（法科大学院）経歴なし，他経歴あり」の割

合が低くなる（図表１０）。なお，「すぐに司法研修所に入所した」と「大学院在籍

（法科大学院）経歴あり，他経歴あり」の割合は，４０代で最多となっている。 
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図表 10 「年齢」と「司法研修所入所前までの経歴」のクロス表 

 
修習期別に見ると，修習期が新しいほど「すぐに司法研修所に入所した」の割合

が低くなる（図表１１）。また，７０〜７３期，６８〜７０期，６５〜６７期，６２

〜６４期のいずれも，「大学院在籍（法科大学院）経歴あり，他経歴なし」が４割前

後，「大学院在籍（法科大学院）経歴あり，他経歴あり」の割合が３割弱となってい

る。 

図表 11 「修習期」と「司法研修所入所前までの経歴」のクロス表 
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では，法科大学院在籍以外に「他経歴がある」と回答した人は，どのような経歴

があるのだろうか。内訳をみてみると，「企業勤務（法務）」が１９．３％と最多で

あり，次に「企業勤務（非法務）」が１８．２％，「法律事務所勤務」が１４．０％

の順となっている（図表１２）。 

図表 12 「司法研修所入所前までの経歴」の単純集計 

 
さらに性別に「他経歴」の内訳をみると，男女で大きな差は見られず，男女とも

に「企業勤務(法務)」が最多であり，「企業勤務（非法務）」，「法律事務所勤務」の

順で続く（図表１３）。 
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図表 13 「性別」と「司法研修所入所前までの経歴」のクロス表 

 
年齢別に「他経歴」の内訳を見ると，「法律事務所勤務」経歴がある割合は，３４

歳以下で若干低い傾向があるが，その他のいずれの年代でも大きな差はなく１５％

前後となっている（図表１４）。また，「企業勤務（法務）」と「企業勤務（非法務）」

経歴がある割合は，３９歳以下の若年層よりも，４０歳以上の中年・高年層で高く

なっている。特に，「企業勤務（非法務）」経歴がある割合は，若年層よりも中年・

高年層で２０％以上高くなっている。 
図表 14 「年齢」と「司法研修所入所前までの経歴」のクロス表 

 
さらに修習期別にみると，「法律事務所勤務」と回答した割合は６２～６７期で１
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１．５％と最も低い（図表１５）。また「企業勤務（法務）」と回答した割合も６２

～６７期で１５．９％と最も低くなっており，他の期に比べて６２～６７期は，司

法研修所入所前に，企業勤務(法務)の経験や法律事務所での勤務経験が少ない傾向

がある。 

図表 15 「修習期」と「司法研修所入所前までの経歴」のクロス表 

 
司法修習終了後，現在の勤務先企業に勤める前までの経歴を見ると「すぐに現在

の勤務先に就職した」が２５．８％である（図表１６）。残りの７４．２％は現在の

勤務先企業に勤める前になんらかの経歴を持っている。その経歴の内訳をみると

「法律事務所」が６０．９％と最多であり，次に「企業内弁護士」が２９．８％の

順となっている。 
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図表 16 「現在の勤務先企業に勤める前までの経歴」の単純集計 

 
性別に見ると，「すぐに現在の勤務先に就職した」と回答した割合は男性の方が高

く。現在の勤務先企業に勤める前に「法律事務所」と「企業内弁護士」の経験があ

る割合は女性のほうが高い（図表１７）。 
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図表 17 「性別」と「現在の勤務先企業に勤める前までの経歴」のクロス表 

 
年齢別に見ると，当然ながら年齢が若いほど「すぐに現在の勤務先に就職した」

割合が高い（図表１８）。３４歳以下の６０．６％，３５〜３９歳の８３．０％，４

０〜４９歳の７７．９％，５０歳以上の７５．０％が，現在の勤務先に就職する前

になんらかの経歴を持っており，特に「法律事務所」の勤務経験がいずれの年代で

も最多となっている。 

図表 18 「年齢」と「現在の勤務先企業に勤める前までの経歴」のクロス表 
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 修習期別に見ると，年齢別クロス表と同様の傾向が見られ，修習期が新しいほど

「すぐに現在の勤務先に就職した」割合が高い（図表１９）。６８〜７３期の５１．

９％，６２〜６７期の８０．３％，６１期以前の８４．７％，５条研修修了者の２

０．０％が，現在の勤務先に就職する前になんらかの経歴を持っており，特に「法

律事務所」の勤務経験がいずれの期でも最多となっている。 

図表 19 「修習期」と「現在の勤務先企業に勤める前までの経歴」のクロス表 

 
 

３ 企業内弁護士を選んだ理由 

企業内弁護士を選んだ理由を性別に見ると，「ワーク・ライフ・バランスを確保し

たかったから」，「福利厚生制度が整っているから」，「収入を安定させたかったから」

と回答した割合が，男性よりも女性で１０％以上高い（図表２０）。一方で，「専門

性を高めたかったから」と回答した割合は，女性よりも男性で１０％以上高い。 

図表 20 「性別」と「企業内弁護士を選んだ理由」のクロス表 
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ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから 56.3% 81.1%

福利厚生制度が整っているから 22.9% 46.2%

現場に近いところで仕事がしたかったから 57.7% 51.7%

その会社で働きたかったから 22.5% 23.1%

その業界で働きたかったから 24.2% 20.3%

グローバルな環境で働きたかったから 29.0% 24.5%

専門性を高めたかったから 28.0% 16.8%

収入を安定させたかったから 32.4% 43.4%

提示された報酬が高額だったから 8.9% 9.1%

所属事務所から出向を命じられたから 1.0% 2.1%

司法研修所入所前からの勤め先だったから 4.8% 2.1%

ほかに就職先がなかったから 8.5% 6.3%

その他 9.9% 7.7%
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年齢別に見ると，「ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから」，「福利厚生

制度が整っているから」と回答した割合は，若年層ほど高い（図表２１）。一方で，

「提示された報酬が高額だったから」と回答した割合は，高年層ほど高い。また，

「ほかに就職先がなかったから」や「専門性を高めたかったから」と回答した割合

は３５～３９歳で最も高いなど，特定の年齢層で割合が高くなっている項目もある。 

図表 21 「年齢」と「企業内弁護士を選んだ理由」のクロス表 

 
修習期別に見ると，「ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから」と回答し

た割合は，修習期が新しくなるほど高い（図表２２）。一方で，「現場に近いところ

で仕事がしたかったから」と回答した割合は，修習期が古いほど高い。また，「ほか

に就職先がなかったから」と回答した割合は，６２～６７期で最も高くなっており，

修習期によっては法律事務所の弁護士として就職が難しかったという社会的背景の

影響を受ける様子も見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34歳以下

（n＝127）

35～39歳

（n＝135）

40～49歳

（n＝140）

50歳以上

（n＝48）

ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから 76.4% 71.1% 55.7% 41.7%

福利厚生制度が整っているから 43.3% 33.3% 22.1% 14.6%

現場に近いところで仕事がしたかったから 62.2% 49.6% 56.4% 47.9%

その会社で働きたかったから 22.8% 21.5% 22.1% 31.3%

その業界で働きたかったから 25.2% 23.0% 24.3% 12.5%

グローバルな環境で働きたかったから 30.7% 23.7% 29.3% 29.2%

専門性を高めたかったから 17.3% 31.9% 22.1% 22.9%

収入を安定させたかったから 33.1% 42.2% 32.1% 37.5%

提示された報酬が高額だったから 3.1% 8.9% 12.1% 14.6%

所属事務所から出向を命じられたから 0.8% 0.7% 2.1% 2.1%

司法研修所入所前からの勤め先だったから 3.1% 1.5% 4.3% 12.5%

ほかに就職先がなかったから 3.9% 13.3% 5.0% 8.3%

その他 3.9% 8.9% 12.1% 12.5%
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図表 22 「修習期」と「企業内弁護士を選んだ理由」のクロス表 

 
同居している子どもの有無別に見ると，「ワーク・ライフ・バランスを確保したか

ったから」と回答した割合は，子どもがいない回答者よりも，子どもがいる回答者

で１０％以上高い（図表２３）。一方，「福利厚生制度が整っているから」と回答し

た割合は，子どもがいる回答者よりも，子どもがいない回答者で高くなっている。 
図表 23 「同居している子どもの有無」と「企業内弁護士を選んだ理由」のクロス表 

 
 

４ 現在の勤務先企業の状況 

現在の勤務先企業での配属部署を性別に見ると，男女ともに８割超が「主に法務

68～73期

（n＝106）

62～67期

（n＝208）

61期以前

（n＝131）

弁護士法第5

条の規定に

よる弁護士

（n＝5）

ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから 71.7% 67.3% 56.5% 20.0%

福利厚生制度が整っているから 34.9% 36.5% 18.3% 20.0%

現場に近いところで仕事がしたかったから 50.9% 52.9% 63.4% 20.0%

その会社で働きたかったから 28.3% 17.8% 27.5% 20.0%

その業界で働きたかったから 26.4% 21.2% 23.7% 0.0%

グローバルな環境で働きたかったから 22.6% 30.3% 29.0% 20.0%

専門性を高めたかったから 21.7% 27.4% 19.8% 20.0%

収入を安定させたかったから 29.2% 39.9% 35.1% 40.0%

提示された報酬が高額だったから 5.7% 9.6% 10.7% 0.0%

所属事務所から出向を命じられたから 0.9% 1.0% 2.3% 0.0%

司法研修所入所前からの勤め先だったから 6.6% 2.9% 3.1% 20.0%

ほかに就職先がなかったから 2.8% 11.1% 5.3% 20.0%

その他 4.7% 10.1% 9.9% 20.0%

子どもがいる

（n=206）

子どもはいない

（n=244）

ワーク・ライフ・バランスを確保したかったから 70.4% 59.8%

福利厚生制度が整っているから 26.7% 34.0%

現場に近いところで仕事がしたかったから 52.9% 57.0%

その会社で働きたかったから 22.3% 23.8%

その業界で働きたかったから 20.4% 25.0%

グローバルな環境で働きたかったから 30.6% 25.8%

専門性を高めたかったから 22.8% 24.6%

収入を安定させたかったから 38.3% 34.0%

提示された報酬が高額だったから 11.2% 7.0%

所属事務所から出向を命じられたから 1.9% 0.8%

司法研修所入所前からの勤め先だったから 5.3% 2.9%

ほかに就職先がなかったから 5.3% 9.4%

その他 8.3% 9.4%

（注）本調査では子どもの年齢を「未就学／小学校低学年／小学校高学年／中学生／高校生／大学・

専門学校／社会人」の７区分で尋ねているが、ここでは「社会人」を除き、「大学・専門学校」以下の子ど

もの有無に限定した結果を示している。
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を扱う部署」に配属されており，「主に法務以外の業務を扱う部署」に配属されてい

る割合は２割弱である（図表２４）。なお，男性よりも女性で「主に法務を扱う部署」

に配属されている割合が高い傾向がある。 

図表 24 「性別」と「配属部署」のクロス表 

 
年齢別，修習期別に見ると，いずれの年代，いずれの修習期でも過半数が「主に

法務を扱う部署」に配属されている（図表２５・２６）。なお，若年層ほど，修習期

が新しいほど，「主に法務を扱う部署」に配属される割合が高い傾向がある。 

図表 25 「年齢」と「配属部署」のクロス表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80.2

86.0

19.8

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（n＝293）

女性（n＝143）

主に法務を扱う部署 主に法務以外の業務を扱う部署

91.3

78.5

82.1

68.8

8.7

21.5

17.9

31.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

34歳以下（n＝127）

35～39歳（n＝135）

40～49歳（n＝140）

50歳以上（n＝48）

主に法務を扱う部署 主に法務以外の業務を扱う部署
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図表 26 「修習期」と「配属部署」のクロス表 

 
次に，勤務先企業から昨年１年間で得た収入（税込）を性別に見ると，男性では

「７００〜９００万円未満」が２０．５％と最多であるが，女性では「７００万円

未満」が３６．４％と最多であり，男性よりも女性の年収が低い傾向がある（図表

２７）。ちなみに，性別，年齢別，年収の３重クロス表で確認したところ，いずれの

年代でも男性よりも女性で年収が低い傾向が確認された。 

図表 27 「性別」と「年収」のクロス表 

 
年齢別に見ると，高年層ほど年収は高くなる（図表２８）。３４歳以下では「７０

０万円未満」が，３５〜３９歳では「７００〜９００万円未満」が，４０〜４９歳

では「９００〜１１００万円未満」が，５０歳以上は「２０００万円以上」が，そ

れぞれ最多となっている。 

また，修習期別に見ると，修習期が古くなるほど年収は高くなる（図表２９）。６

８〜７３期では「７００万円未満」が，６５〜６７期では「７００〜９００万円未

満」が，６２〜６４期では「９００〜１１００万円未満」が，５８〜６１期では

87.7

81.7

79.4

60.0

12.3

18.3

20.6

40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

68～73期（n＝106）

62～67期（n＝208）

61期以前（n＝131）

弁護士法第5条の

規定による弁護士（n＝5）

主に法務を扱う部署 主に法務以外の業務を扱う部署

18.4

36.4

20.5

23.1

19.8

15.4

11.6

7.0

17.4

11.9

12.3

6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性（n＝293）

女性（n＝143）

700万円未満 700〜900万円未満

900〜1100万円未満 1100万円〜1300万円未満

1300万円〜2000万円未満 2000万円以上
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「１３００万円〜２０００万円未満」が，５７期以前は「２０００万円以上」が，

それぞれ最多となっている。 

図表 28 「年齢」と「年収」のクロス表 

 
 

図表 29 「修習期」と「年収」のクロス表 

 
現在の勤務先企業でのポジションを性別に見ると，男性は「管理職」が最多であ

る一方，女性は「法律専門職」が最多となっている（図表３０）。女性よりも男性の

ほうが「経営者」と「管理職」の割合が高く，「法律専門職」と「上記以外の専門

職・一般職」の割合が低い。 

51.2

23.0

8.6

4.2

33.9

30.4

7.9

2.1

7.1

19.3

27.9

16.7

5.5

9.6

15.0

10.4

1.6

13.3

25.0

27.1

0.8

4.4

15.7

39.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

34歳以下（n＝127）

35～39歳（n＝135）

40～49歳（n＝140）

50歳以上（n＝48）

700万円未満 700〜900万円未満 900〜1100万円未満

1100万円〜1300万円未満 1300万円〜2000万円未満 2000万円以上

62.2

53.6

26.3

13.8

5.6

5.1

0.0

21.6

29.0

37.7

20.2

6.9

1.7

0.0

10.8

10.1

13.2

29.8

26.4

13.6

20.0

0.0

4.3

12.3

10.6

20.8

6.8

0.0

5.4

2.9

6.1

17.0

30.6

27.1

60.0

0.0

0.0

4.4

8.5

9.7

45.8

20.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

70〜73期（n＝37）

68〜70期（n＝69）

65〜67期（n＝114）

62〜64期（n=94）

58〜61期（n=72）

57期以前（n=59）

弁護士法第5条の

規定による弁護士（n=5）

700万円未満 700〜900万円未満 900〜1100万円未満

1100万円〜1300万円未満 1300万円〜2000万円未満 2000万円以上
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年齢別，修習期別に見ると，高年層ほど，修習期が古くなるほど，「経営者」と

「管理職」の割合が高くなり，「法律専門職」と「上記以外の専門職・一般職」の割

合が低くなる（図表３１・３２）。 

図表 30 「性別」と「ポジション」のクロス表 

 
図表 31 「年齢」と「ポジション」のクロス表 

 
図表 32 「修習期」と「ポジション」のクロス表 

 
現在の仕事に対する満足度を性別に見ると，男性，女性ともに「ワーク・ライ

7.8

2.8

39.9

33.6

27.0

35.7

25.3

28.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（n＝293）

女性（n＝143）

経営者 管理職 法律専門職 上記以外の専門職・一般職など

0.8

0.0

7.9

35.4

6.3

36.3

62.9

50.0

48.0

31.1

18.6

12.5

44.9

32.6

10.7

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

34歳以下（n＝127）

35～39歳（n＝135）

40～49歳（n＝140）

50歳以上（n＝48）

経営者 管理職 法律専門職 上記以外の専門職・一般職など

0.9

1.9

16.0

60.0

10.4

36.1

61.8

40.0

54.7

27.9

14.5

0.0

34.0

34.1

7.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

68～73期（n＝106）

62～67期（n＝208）

61期以前（n＝131）

弁護士法第5条の

規定による弁護士（n＝5）

経営者 管理職 法律専門職 上記以外の専門職・一般職など
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フ・バランス」に満足している割合が最も高く，「年収」に満足している割合が最も

低い（図表３３）。また，「ワーク・ライフ・バランス」に対する満足度は男女でほ

とんど変わらないが，「業務内容」，「専門性・スキルアップ」，「年収」に対する満足

度は男性よりも女性のほうが低い傾向がある。 

年齢別，修習期別に見ると，「ワーク・ライフ・バランス」や「業務内容」に対す

る満足度は，いずれの年代，いずれの修習期でも７割を超えており，相対的に高く

なっている（図表３４・３５）。一方で，「年収」に対する満足度は，いずれの年代，

いずれの修習期でも最も低くなっている。 
図表 33 性別の仕事満足度（「大変満足」と「やや満足」の合計 

 
 

図表 34 年齢別の仕事満足度（「大変満足」と「やや満足」の合計） 

 
 

図表 35 修習期別の仕事満足度（「大変満足」と「やや満足」の合計） 

 
 

５ 今後のキャリアに対する考え方 

今後のキャリアのイメージを尋ねた結果，「企業内弁護士としてキャリアを積む」

が５２．２％と最多であり，次に「決めていない」２０．４％，「弁護士（法律専門

業務内容 専門性・スキルアップ 年収 ワーク・ライフ・バランス

男性（n＝293） 78.5% 71.3% 61.4% 79.5%

女性（n＝143） 71.3% 64.3% 53.1% 79.0%

業務内容 専門性・スキルアップ 年収 ワーク・ライフ・バランス

34歳以下

（n＝127）
72.4% 65.4% 44.1% 76.4%

35～39歳

（n＝135）
75.6% 69.6% 63.7% 81.5%

40～49歳

（n＝140）
80.0% 72.1% 62.9% 80.0%

50歳以上

（n＝48）
75.0% 62.5% 68.8% 81.3%

業務内容 専門性・スキルアップ 年収 ワーク・ライフ・バランス

68～73期

（n＝106）
70.8% 65.1% 42.5% 81.1%

62～67期

（n＝208）
75.5% 67.8% 61.1% 77.9%

61期以前

（n＝131）
80.9% 72.5% 66.4% 80.2%

弁護士法第5条の

規定による弁護士

（n＝5）

80.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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性）にこだわらずキャリアを積む」１９．１％，「法律事務所の弁護士に転身する」

５．８％，「企業内弁護士のキャリアのイメージがまだつかめていない」２．４％の

順となっている（図表３６）。 
図表 36 「今後のキャリアのイメージ」の単純集計 

 
今後のキャリアのイメージを性別に見ると，男性，女性ともに「企業内弁護士と

してキャリアを積む」と回答した割合が５割以上と最多となっている（図表３７）。

男性では，「弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む」と回答した割合が

２番目に高く，女性では「決めていない」と回答した割合が２番目に高い。なお

「法律事務所の弁護士に転身する」と回答した割合は，男女ともに５％前後にとど

まる。 

図表 37 「性別」と「今後のキャリアのイメージ」のクロス表 

 
年齢別に見ると，いずれの年代でも「企業内弁護士としてキャリアを積む」と回

答した割合が最も高い（図表３８）。若年層ほど「法律事務所の弁護士に転身する」

52.2 19.1 5.8 20.4 2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=450）

企業内弁護士としてキャリアを積む

弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む

法律事務所の弁護士に転身する

決めていない

企業内弁護士のキャリアのイメージがまだつかめていない

51.9

53.8

21.5

14.7

6.1

4.9

18.4

23.1

2.0

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性（n＝293）

女性（n＝143）

企業内弁護士としてキャリアを積む

弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む

法律事務所の弁護士に転身する

決めていない

企業内弁護士のキャリアのイメージがまだつかめていない
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と回答する割合は高くなる傾向があるが，「３４歳以下」でも１割程度にとどまる。

また，いずれの年代でも「弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む」と

回答した割合は「法律事務所の弁護士になる」と回答した割合を上回っており，今

後，法律事務所に転職して更に法律専門性を高めるよりは，法律専門性にこだわら

ずに企業で働き続けることを希望する人が多いことが分かる。 

図表 38 「年齢」と「今後のキャリアのイメージ」のクロス表 

 
修習期別に見ると，年齢別のクロス表分析と類似した傾向が読み取れる（図表３

９）。いずれの修習期でも「企業内弁護士としてキャリアを積む」と回答した割合が

最も高い。修習期が新しいほど「法律事務所の弁護士に転身する」と回答する割合

は高くなる傾向があるが，「６８～７３期」でも１２．３％にとどまっている。また，

いずれの修習期でも「弁護士（法律専門性）にこだわらずキャリアを積む」と回答

した割合は「法律事務所の弁護士になる」と回答した割合を上回っている。なお

「決めていない」と回答した割合は，いずれの期でも２割前後となっており，具体

的な今後のキャリアイメージを持っていない人も一定数存在する。 
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図表 39 「修習期」と「今後のキャリアのイメージ」のクロス表 

 
 

第４ まとめ 

本調査は，２０１６年，２０１８年に続く３回目の調査である。前回調査の際

には，弁護士経験１０年未満の割合は６７.１％と，企業内弁護士の成り手は経験

年数の浅い若手弁護士が中心だった。しかし，今回の調査では，弁護士経験１０年

未満となる６５期以降の割合が４８.８％となっており，経験年数１０年以上の弁

護士が半数を超えるようになり，１０年以上の経験を持つ弁護士らが企業内弁護士

として多く活躍している様子が見受けられた。 

また，企業内弁護士の成り手に経験者が増えたことが影響しているものと思わ

れるが，管理職（部長，課長，又は同等クラスの役職）や経営層（社長，役員）の

ポジションに就いている企業内弁護士の割合も増えた。 

このように，企業内弁護士の成り手や，就任した役職等に変化が生じていると

いうのが，今回の調査から分かった大きな特徴である。 

そして，これまでの調査と比較すると，業務内容，専門性・スキルアップ，年収

に関する満足度について，満足とする回答が軒並み増加傾向にあり，総じて現在の

仕事に対する満足度が向上していることも明らかとなった。 

なお，これまでの調査では，基本属性については性別，年齢，修習期を尋ねるに

とどまっていたが，今回の調査から，結婚や子どもの有無といった世帯状況につい
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ても調査項目に加えた。今後，こういった基本属性についても定点観測を続け，キ

ャリアに及ぼす影響等について検討を続けたい。 

今回の分析は，「修習前後の経歴」，「現在のポジション」，「年収」の３つに着目

し，それらと回答者の「基本属性」とのクロス表分析を中心に実施した。これらの

変数は相互に関連を有するため，疑似相関の可能性を排除しきれていないことには

留意が必要である。今後は，それぞれの変数の影響力を統制した上で，各変数の影

響力を検証する分析を行う等，さらに精緻に検討する必要がある。 

なお，クロス表分析の結果，なぜそのような傾向があるのかという解釈につい

ては，あくまでも仮説的に示している点にも留意されたい。今後も，変数に影響を

及ぼすと思われる項目等について，更に検討し，調査項目の追加・変更等をしてい

くことが求められる。 

本調査では，前回までの調査と比較して，顕著な数字上の変化までは見られなか

ったが，調査も３回目ということもあり，徐々に増加・減少する要素等について傾

向が浮き彫りになってきているものと思われる。 

企業内弁護士を取り巻く環境は日々激しく変化していることから，引き続き，隔

年ごとなどの頻度で本調査を定期的に実施し，企業内弁護士の実態や将来のキャリ

アイメージの変化等に関する調査・分析を実施することが肝要である。 


